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  第 3節 まき網漁業 
1．はじめに 

 鹿児島県本土は，西は東シナ海，南は鹿児島湾口を含む大隅海峡，東は太平洋，と三方を海に囲ま 

れており，さらに種子島，屋久島，奄美群島その他島々を擁しているので，各々の海域ごと，多種多 

様な漁業が営まれている。その中でまき網漁業は，外海に面した地域ではイワシを対象として，当初 

は縫切網，揚繰網漁法により行われていた。戦後，北薩，甑島地区で巾着網漁法が導入され，それを 

契機に年を追って西薩，南薩，大隅地区へと巾着網への漁法の切り換えが広がるとともに，棒受網か 

らの転換漁業として進められてきた。一方，八代海，鹿児島湾等の内海，内湾に面した地域では，か 

つお一本釣用の活餌となるカタクチイワシを対象にした八田網漁法が行われていたが，外海での巾着 

網の定着発展に伴い昭和40年代（1965～1974年）から巾着網漁法への転換が進められてきた（表1， 

表 2）。 

 本県のまき網漁業勢力は，1997（平9）年8月の許可の一斉更新では，中型まき網28統（1そうま 

き26統，2そうまき2統），小型まき網15統（1そうまき5統，2そうまき10統）の合計43統で，県 

内12市町村，15漁業協同組合に根拠港をもっているが，熊毛と奄美地区にはまき網漁業はない。この 

他に県外船として大中型まき網9統がある（図1）。 

 なお，外海で操業するまき網船は18統で，その内訳は網船36㌧型1統と19㌧型17統であり，網船19 

㌧型が主力となっている。 

 また，基地別に大別すると北薩地域の 

黒之浜船団を中核とする8統，上甑島1 

統（39㌧型）西薩地域の笠沙の1統，南 

薩地区の2統，大隅地区の内之浦船団6 

統となっている。 

 一方，内海，内湾で操業するまき網船 

は25統あり，八代海は計12統で10㌧前後 

の網船が主で，うち1そうまき船9統， 

2そうまき船3統となっている。これに 

対し鹿児島湾の操業船は計13統で，全て 

5㌧未満の小型まき網船である。内訳は 

1そうまき4統，2そうまき船9統で， 

湾内では2そうまき網船が多い。 

 最近の本県中小型まき網漁業の生産力 

を平成元年～9年までの9年間で見る 

と，年間生産力は4万～6万㌧で，これ 

は本県総漁獲量の約35～42%を占め，県 

漁業にとって重要な位置にある。 

 年間生産額は43～65億円で，本県漁船 

漁業全体の中で12～18%を占めている 

（表3，表4）。 
 

図１.鹿児島県海域区分図及び地区別漁業種類別経営体数 



 －62－

  表１.鹿児島県まき網漁業の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 資料： 昭25年は県水産年鑑，昭27.28.32.37と平9年は県水産要覧，県まき網組合資料 
      なお，大中型(40㌧以上)の欄には，本県沖合海域をも許可区域とする大臣許可の県外船籍の大中型まき網船(熊本， 
     長崎県，福岡等)の許可統数(14～16統)は含まれていない。 
      また，昭28.32.37年許可統数には，他県との相互入漁協定による他県からのまき網船の入漁許可統数(昭28年で35 
     統，32年で10統，37年で7統)がそれぞれ含まれている。 
 

  表 2．鹿児島県中型・小型まき網市町村別網船別経営体        平成 9年 8月 1日現在 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：県水産振興課   
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  表 3．鹿児島県漁業種類別漁獲量（平成元年～平成8年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）中小型まき網の欄のカッコ内は構成比 
資料：農林統計年報，なお，その他の欄は敷網，小型底びき網，ひき回し網，寄せ網，定置網等 
 

  表 4．鹿児島県海面漁業・養殖業の生産額（平成元年～平成8年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：農林統計年報。 
(注)中小型まき網の欄のカッコ内は漁船漁業生産額計（100%）との構成比 
 

2．戦前期の鹿児島県のまき網 

 『鹿児島県水産史』によれば，明治年間（1867～1912年）の本県のいわし漁業の漁具は，地曳網， 

八田網，棒受網，刺網等が主で，1903（明36）年になっても，地曳網，八田網が本県沿岸各村では主 

たる漁具として使用され，揚繰網等のまき網はまだ見られなかった。全国的に見れば，当時はすでに 

巾着網，改良揚繰網が一般に普及し成績を上げている時代である。このため本県水産主要施策として， 

新たに奨励すべき企画事項として巾着網，改良揚繰網，縫切網が掲げられ，その指導が行われた 

（『県水産調査報告』269頁）。 

 揚繰網は，1911（明44）年には12統となったが，依然として旧来の八田網が65統という数字を占め 

ている。 

 縫切網も，全国的には1892（明25）年ごろから始まり，肥前・肥後で全盛を極め，大正の初年 
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（1912年）ころには，牛深でも70余統の縫切網が活躍したといわれる。本県に入るのは1917（大6）年 

で，長崎五島の人によって甑島長浜に縫切八田網が紹介され，翌1918年には3～4続の新規営業を見 

ることになった。そのころはすでに牛深あたりでは巾着，改良揚繰網に移行する時期であった。この 

ことからしても，本県の沖取り綱としてのまき網の技術開拓の導入がいかに遅れていたかがわかる 

（『県水産史』330頁）。 

 なお，戦前のまき網漁業は，「鹿児島県漁業取締規則」（明治35年県令第60号）によって下記のよう 

に規制されていた。 

  第 2条知事許可漁業 

   ・揚繰網漁業 

   ・巾着網漁業  （追加 明治44年 県令第50号） 

   ・縫切網漁業  （ 〃    同   上   ） 

   ・改良旋網漁業 （追加 大正9年  県令第17号） 

 1935（昭10）年，上甑村江石の浜辺長栄氏は，熊本県天草から購入した縫切八田網をもとに上甑島 

沖合で操業を始めた。漁船の規模は曳船1隻以外は無動力船で，網船（8㌧，13人乗り組み）2隻， 

火船（乗り組み4人）2隻，漕船（運搬船，乗り組み6人）2隻と動力船曵船1隻（3人乗り組み） 

の計7隻，乗組人49～50人を要していた。その後，同氏は動力船曳船で漁労和船を曳航して行う現状 

の縫切網に対し，より効率性と機動性をもつ巾着網に着目し，1944（昭19）年に天草御所浦から巾着 

網船19㌧（焼玉90馬力）を購入，1～8月は巾着網で，9～12月は縫切網で操業するようになった。 

 無動力船の和船だけのまき網漁業時代は，地先に回遊するイワシ等浮魚を対象とするだけだったが， 

巾着網の導入によりさらに大型網の搭載，地先沿岸から沖合漁場への進出とつながり，これによりア 

ジ，サバなど漁獲量の増加と操業区域の拡大が可能となり，甑島，北薩周辺地区の漁業者に対して， 

巾着網への切り替え，新しい形態のまき網漁業への善業などの刺激を与えた。 

 

3，戦後の鹿児島県のまき網漁業 

 戦後しばらくは，燃油や漁業資財が極端に不足したため，主としてイワシ類を対象に操業された。 

1948（昭23）年には8,950㌧（県全体漁獲量の20%）の漁獲量であったが，その後新しい形態のまき 

網漁業への善業と漁船の動力化，並びに化繊網の導入と漁労装置の機械化，更に魚群探索の技術が進 

み，本県のまき網船（中小型まき網船）の漁獲量は昭和30年代（1955～1964年）で年間16,000㌧台， 

40年代（1965～1974年）で25,000㌧，50年代（1975～1984年）で62,000㌧と増えた。1985～1995（昭 

60～平7）年の11年間の平均は59,000㌧となり，漁獲量は45年前と比べ大巾に増大した（表5）。 

 1） まき網漁業の導入・発展過程 

 1950（昭25）年当時のまき網は，甑列島，北薩，南薩地域が主で，68統のまき網が操業していた。 

うち巾着網が13統，揚繰網19統，縫切網36統となっている。漁法は1そうまき漁法が巾着網漁業に多 

く使われ，これに対して2そうまき漁法は揚繰網，縫切網で使われた。また，網船の規模について見 

ると，巾着網船はすべて動力船であるのに対し，揚繰網，縫切網は網船自体がほとんど無動力船で， 

多くは網船を曳航する動力付き曳船に依存していた（表6，表7）。 

 （1） 甑列島地域 

 戦後間もないころ，熊本県牛深あたりでは，すでに揚繰網，巾着網などが盛んに行われていた。 

 また，甑島で水揚げされる定置網の鮮魚を購入するために，長崎，熊本，福岡等から多くの鮮魚商 

が訪れており，まき網に関する情報も甑島には多くもたらされた。このため，まき網に対する知識が 
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深まり，定置網，地曳網から巾着網に進出する5業者も加わって6統（上甑3，里1，鹿島1，下甑 

1），棒受網から揚繰網へ転換する者6統（鹿島）などが加わって，昭和25年には網船36㌧前後の巾 

着船6統，網船7㌧前後の揚繰船9統，4～9㌧の縫切鋼船8続の計23統のまき網船が出現した。 

 しかし，1955～1975（昭30～50）年にわたってのイワシ漁の不振に加えて，膨大な設備投資の不 

足，また地元からの乗り組み従事者の雇用難もあって操業統数は次第に減少し，1997（平9）年に 

は甑島地区には39㌧型1統が残るだけの厳しい状況にある。 

 
表5.鹿児島県まき網の漁獲量推移（昭和23～平成8年）              単位：㌧ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 注）漁船漁業はまき網，かつおまぐろ漁業，底曳網，刺網，敷網，その他釣り等で，定置網漁業と海面養殖業は含まれず。 
   資料：水産年鑑。農林統計 
 (2) 北薩地域 

 長島，黒之浜（旧三笠村）は，熊本県天草に最も近い位置にあるため，まき網の導入が早く,1950 

（昭25）年には既に縫切網が長島で3統，黒之浜で12統を数えた。しかし，網船が小型無動力船の2 
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そうまき漁法で，地先に来遊するイワシ類に限定されていたため，長くは続かなかった。その後，黒 

之浜の野村三守氏が宮崎県門川から小型巾着網を購入するとともに，所有の棒受網船を片手巾着船に 

改造して操業し，実績を伸ばしつつ規模の拡大を進めた。この影響を受け地元では棒受網からの転換， 

まき網漁業従事者からの自立化が始まり，また，この地区が漁業を主とする漁村集落地区である点と 

漁業環境に恵まれている点もあって，現在の黒之浜船団は19㌧型の巾着船5統に発展した。他方，長 

島地区においても，まき網漁業は従前どおり引き継がれて，現在19㌧型1統のほか中小型4続の計5 

統が操業している。 

 また，阿久根市は，甑島を沖合前面にし，また天草の漁業基地牛深と近い位置にあったので，古く 

から主要な水産物の集散基地であった。漁業規模が大きく，多くの資本を要する巾着網，揚繰網につ 

いては漁業者や鮮魚仲買商によって，また縫切網については漁業者のほかに，煮干し・塩干など自家 

用の加工原料を確保しようとする加工業者（大川，浜）が自ら漁業生産に関与した。1950（昭25）年 

当時のまき網操業統数は，網船36㌧前後の巾着網3統，網船7㌧前後の2そうまき揚繰網2統，網船 

5㌧前後の2そうまき縫切網8続の計13統を数える。しかし，1955（昭30）年以降は，先に述べた甑 

列島地域と同様にイワシ漁の不振，高度成長期に伴う漁業従事者の不足等もあって，まき網統数は次 

第に減少し，現在では19㌧型2統が残るだけである。 

 （3） 八代海内海地域 

 内海の八代海では，天草地方で大正から昭和にかけて活躍した縫切網の影響があって，米之津や長 

島の東町地区で，同漁法を取り入れ，主としてカタクチイワシ漁が行われた。米之津では1950（昭25） 

年には，網船はいずれも無動力船による小型2そうまき巾着船1統，縫切鋼船2統，また東町でも無 

動力船による2そうまきで，揚繰網（網船6㌧）1統，小型縫切網3統と八代海では7統のまき網船 

が操業していた。その後，かつお一本釣り漁船の沖合・遠洋化が進み，同漁船用の活餌としてのカタ 

クチイワシの需要が増大し，東町を中心にまき網船は増えた。1967（昭42）年には10㌧前後の中型巾 

着網船は24統となり，県内・県外のかつお一本釣り漁船の活餌供給基地として鹿児島湾，八代海とと 

もに業界の脚光を浴びた。しかし，1987（昭62）年以降，遠洋・近海かつお一本釣り漁船の減少に加 

えて，かつお船の低温活餌槽設置に伴なう活餌の需要量減少化のため，当地域のまき網船も年々減少 

し，1997（平9）年には東町地区で中型1そうまき5統，2そうまき2続の計7統，出水，米之津で小 

型2そうまき1続の合計8統を数えるだけで，1967（昭42）年当時の24統と比べると3分の1に減少 

している（表1，表2）。 

 （4） 酉薩地域 

 この地域は串木野から笠沙に至る間で，長い吹上浜砂丘海岸からリアス式海岸の野間半島へと続い 

ている。その中にあって市来から加世田間の砂丘地帯では地曳網，笠沙片浦から野間池間ではイワシ 

類，特にかつお船の活餌カタクチイワシを対象に行う八田網が継承されていた。 

 1950（昭25）年当時のまき網は，東市来町で網船無動力船による双手巾着（5㌧未満）2統，加世 

田地区で5統あった。2地区とも機船船びき網（バッチ網）との兼業だったが，バッチ網の周年操業 

が確立されるとともに，まき網漁業から撤退していった。 

 また，笠沙地区では1950（昭25）年当時片手巾着網（37㌧型）1統，曳船を主体とした2そうまき 

揚繰網5統（網船10㌧前後）の計6統が操業していた。その後1953（昭28）年までに笠沙地区で従前 

と同規模の揚繰網6～7続の増加が見られたが，1959（昭34）年以降のイワシ漁獲量の落ち込み，高 

度経済成長期における労働力不足等により経営維持が困難となり，甑島，阿久根地区のまき網船と同 

様に減少し，1997（平9）年には笠沙地区の19㌧型1統だけという状況になった。 
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 （5） 南薩地域 

 薩摩半島の南岸，開聞，頴娃の沖合は，八田網・刺し網等，漁船漁業の漁場として利用されていた 

が，1955（昭30）年以降，地元外の県内，県外のまき網船の好漁場として操業されるようになった。 

このような背景から，地元沿岸漁業者のまき網漁業への進出気運は高まり，1965（昭40）年に1そう 

まき小型まき網4～5続の新規着業となった。着業当時は，まき網漁法に対する経験・技術不足など 

を考慮して，網船5㌧未満で着手し，次いで10㌧型へ，また生産性の高い船は昭和60年代（1985～ 

1989）には19㌧型へと大型化していった。1997（平9）年には，この地域で19㌧型2統が操業してい 

る。 

 （6） 大隅地域 

 佐多岬から志布志に至る沿岸では，定置網，地曳網，焚入り八田網，小型船による釣りと刺し網等 

が行われており，また戦後は棒受網，小型底びき網，機船船びき網（バッチ網）も導入されるなど多 

様な漁業が行われていた。そのため，この地域のまき網漁業は県内の他地域より遅れ，1965（昭40） 

年に主として棒受網業者と一部の八田網，地曳網業者の転換漁業として始まった。当初は小型まき網 

15統（内之浦4，東串良7，志布志3，有明1）が生まれたものの，本格的に操業出来たのは内之浦 

の全般と志布志，東串良の一部の漁船にすぎなかった。その後，網船を次第に大型化し，操業区域を 

種子島，熊毛海域へ拡大することにより操業率を高め，現在は19㌧型まき網船6統（内之浦まき網船 

団）に成長した。 

 （7） 鹿児島湾地域 

 鹿児島湾は昔からイワシ類，中でもカタクチイワシの宝庫と言われ，古くから多くの八田網（1950 

年には92統の4そう張網）が使用されてきた。漁獲物は周辺地域の生鮮魚として，また枕崎，山川港 

を基地とするかつお一本釣り漁船用の活餌として利用されてきたため，八田網漁は湾内の主要漁業の 

一つとして発展してきたが，1973（昭48）年の第1次石油危機による諸資材の高騰，労働力の確保困難 

等の背景もあって，八田網から，より省力化された小型まき網への切り替えが始まった。八代海より 

かなり遅い切り替えである。1975～1985（昭50～60）年にかけ25続の善業をみたが，この間に，八田 

網業者の中で従事者の確保が出来なかった者は次々と廃業し，現在八田網は皆無となっている。 

 また，まき網に移行した業者も，雇用問題，魚価の低迷，かつお一本釣り漁船の操業隻数の減によ 

る活餌の需要量減等があって，操業維持は厳しく，1997（平9）年における小型まき網は13統（1そ 

うまき4統，2そうまき9統）に減った。 

 2）戦後のまき網漁業の技術の展開 

 本県まき網漁業の戦後の急成長の背景には，いくつかの技術革新があった。主なものを列挙する 

と，第一に化繊網（クレモナ，アミラン）の導入があげられる。化繊網は軽量かつ高強度で，水切 

れが良い等，漁網として多くの利点を有したため，1950（昭25）年ころからまき網漁業にも急速に 

普及した。これによって従来の網干場の用地確保と建設，網干し作業が不要となり，陸上での設備 

投資と労働は大きく軽減した。 

 第二は，魚群探知機の導入である。魚群探知機は1952～1954（昭27～29）年ころに導入され，1950 

（昭25）年ころから導入された無線機と併せて，経験的・技能的な操業から科学的操業へ引きあげる 

原動力となった。 

 第三は，漁船機関のディーゼル化である。これにより船速・燃費の向上がもたらされ，その後の機 

械化体系構築（機器の自動遠隔操作）の基礎となった。 

 その他，ネットホーラー，方向探知機の導入などがあった。 
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 このような新しい技術の導入は，戦後復興期のまき網経営に多大な新規投資を要求したが，その後 

の発展を支え，重要な漁労技術向上をもたらした。 

   表 6．1950(昭 25)年当時のまき網漁業網船の規模・統数  ○は1そうまき:◎は2そうまき 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：1950年鹿児島県水産年鑑 
   表 7.市町村別まき網漁法の変遷（1950 年対1997年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：昭和25年は県水産年鑑，平成9年は県水産振興課（許可更新時点9年8月1日現在） 

 3） 鹿児島海域で操業するまき網漁業の現勢 

 まき網漁業は漁業許可制のもとで，網船の総㌧数が40㌧以上（干葉県以北の北部太平洋海区におい 

ては15㌧以上）は農林大臣の許可で，網船の総㌧数が40㌧未満は知事許可となっている。さらにこの 

知事許可の中で，網船の総㌧数が5㌧以上40㌧未満は中型まき網漁業，網船の総㌧数が5㌧未満は小 

型まき網漁業と分類されている。 

 大臣許可のまき網漁業の操業区域は大海区制が敷かれ，本県海域は九州西部海区の一部に組み入れ 

られている。この西部海区では本県のまき鋼業者2経営体が県外船10統とともに，1988（昭63）年ま 

で稼動していた。しかし若手乗組員の不足，熟練従事者の高齢化等に直面し，県内船2統は撤退した。 
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このため現在，本県海域内で操業出来る犬型まき網は，県外船の80㌧型鋼船の10統（長崎5，熊本2， 

宮崎・大分・愛媛各1統）となっている。他方，知事許可の県内まき網漁業の現有勢力は，中型まき 

絹28統，小型まき網15続の計43統である。 

 4） 鹿児島県まき網漁業の特色 

 地先沿岸に来遊する青物類，中でも主としてイワシ類の集魚には古くから焚き入り方法（たきぎを 

燃やし明りを灯す）による火光を利用する八田網漁法が行われた。この形態から，現在のまき網漁法 

に移行したこともあって，本県まき網漁業は全て夜間操業で，集魚灯を使用する。第二の特色として， 

外海で操業するまき網船は，イワシ類，アジ類，サバ等の回遊性魚群を漁獲対象とし，操業する網船 

は19㌧型の中型船が主力である。一方，内海，内湾を操業区域とするまき網船は，10～5㌧未満の中 

小型船で，漁獲対象は主にかつお一本釣船の活餌用のカタクチイワシである。 

 第三の特色として，まき網専業の単統経営がほとんどである。 

 

4．まき網漁業の操業体制・漁場装置 

1）船団の構成，規模 

まき網漁業は，網船（本船），魚群を探索しながら光力で魚群を集める灯船，漁獲物を運搬する運 

搬船が一組の船団を組んで，イワシ，アジ，サバ等の魚群を一網打尽に漁獲する一つの漁法である。 

本県の中型，小型まき網漁業の1船団の構成は，1そうまき網漁業では網船1隻に灯船2隻運搬船 

2，隻計5隻というかたちである。また活餌用のカタクチイワシを主に対象とする中型，小型の2そ 

うまき網漁業の1船団は，網船2隻，灯船2隻，運搬船2隻，ひき船1隻（生け簀寵を曳航）計7隻 

で構成されている（表8）。 
表8．中型・小型まき網漁業船団構成例 

     1 そうまき網漁業             2 そうまき網漁業 
 
 
 
 
     （注）探索船1隻を加える船団もある 

 2）漁場装置・操業状況 

 まき網漁業は，魚群を形成する資源を一網で漁獲する漁法であるため，魚群を発見することが何よ 

りも大切な任務である。そのため探索船（または灯船）をはじめ網船や運搬船にも魚群を探索する機 

器を搭載して魚群の発見に努める。魚群の発見は，魚群探知機やスキャニングソナー等の電子機器類 

を駆使して直接対象資源を探す。実際には漁労長を始めとする熟練乗組員による水温・海流・風等の 

自然環境から読む「経験」「勘」と，これら電子機器類の科学技術を兼ね合わせて漁携活動が行われ 

ている。 

 魚群が発見されると，灯船が集魚灯で魚群を集め，終わると網船が速やかに魚群を中心に円を描い 

て投網し，まき終わると網裾の環綱を締めてネットホーラー，網送り機，サイドローラー等を使用し 

て揚網に入る。網船の揚網が進み，魚捕部に至ると運搬船が網船に接近し，魚捕部の一部を自船に取 

り付けて漁獲物を収納する。このような方法で，通常1晩（日没から日の出まで）1～4回の操業が 

行われる。 

 なお，網を巻くための網船が2隻の2そうまきと，1隻の網船で操業する1そうまきとがあり，漁 
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船の大型化と漁携装置の機械化が進むにつれて，今日では1そうまき網漁法が外海での主流となって 

いる。一方，内海・内湾では，網船は小型で済む点から，2そうまきのほうが有効な投網を行いやす 

い。また活餌としての漁獲物の傷付けが少ないという観点から2そうまき漁法が多い（図2，3）。 

 かつお一本釣り用の活餌（主としてカタクチイワシ）を対象とする場合は，網船の揚網が魚捕部に 

至ると，活簀籠を接近させてこれに魚を移す。この活魚の入った活簀籠を数台連結して，曳船が蓄養 

基地へ曳航して行く。 
<図 2>1そうまき網漁業の操業図(19型) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5.まき網漁業制度の変遷 

 戦前期のまき網漁業制度については，戦前の県まき網についての項で前述しているので，本項目で 

は，戦後のまき網漁業制度について記述する。 

 1） 戦後彼輿期のまき網漁業制度 

 戦争終結と食糧危機は漁業に一時的な繁栄をもたらし，まき網も回復したが，県によっては地域漁 

業振興を目的として漁業者の申請通り許可をしたところもあり，戦前に比べると全国的に統数が増大 

し，1949（昭24）年には戦前の約2倍となった。 

 まき網漁業のこのような着業統数の急増は，過剰操業や他種沿岸漁業との摩擦の原因ともなり，ま 

た1950，1951（昭25，26）年ごろからは需給構造の変化による魚価の低落に伴う経営内容の悪化や， 

入会・入漁をめぐる隣県間の対立等も生じるようになった。 

 そのため1951（昭26）年12月，漁業法の一部を改正し，これにより5㌧以上60㌧未満の網船を用い 

〈図3〉2そうまき網漁業の操業図(10丁型)
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て行うまき網漁業は法定知事許可漁業「中型まき網漁業」となり，農林大臣による枠付けが行われ， 

また「まき網漁業取締規則」も制定されることになった。 

 他方，本県においてもこれを受けて，翌年の1952年 3月に県漁業調整規則を次のように改正した。 
 
 
 
 
  また，県は，まき網漁業の経営維持安定を図るため，次のような施策を講じた。 

  ① まき網に漁業許可の定数制を採用し，善業統数を抑制する。 

  ② まき網の機動性・効率化を考慮し，従来の操業区域を見直し，適正な操業区域の拡大をはかる。 

  ③ 隣県との入漁・入り会い操業の円滑なる調整を行う（表9）。 

    ③の入漁・入り会い操業は，指定漁業制度の制定により1963（昭38）年から廃止。 

 2） 指定漁業制度の制定 

 1962（昭37）年9月，漁業法の一部改正が行われ，この改正で指定漁業に関する制度が定められ大 

中型まき網は農林大臣の許可漁業に，それ以外の中小型まき網は知事の許可漁業に分かれて，現在は 

次のように取り扱われている。 

  ・ 大中型まき網漁業 

     40 ㌧以上の網船を用いて行われるまき網漁業（大臣許可指定漁業） 

  ・ 中型まき網漁業 

     5 ㌧以上40㌧未満の網船を用いて行われるまき網漁業（法定知事許可漁業） 

  ・ 小型まき網漁業 

     5 ㌧未満の網船を用いて行われるまき網漁業（知事許可漁業） 

 また，鹿児島県は，県内の中型・小型まき網漁業の操業区域に関して，1979（昭54）年7月に「ま 

き網漁業の許可等に関する取扱方針」を策定し，県内海域を北薩，西薩，南薩，大隅，熊毛・奄美大 

島の6海域に区分，網船の総トン数規模によってその操業区域を定めた。鹿児島湾については，限ら 

れた狭い湾内水域であるので小型まき網漁業のみ操業を認め，その許可統数を定め，その範囲内で操 

業を許可している。 
 

  表 9.まき網漁業入漁協定による許可統数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料:県水産要覧(他にいわし流網,小型底曳,八田,さば釣、打瀬網の相互入漁あり) 
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6．まき網漁業の漁獲量の推移 

 1） イワシ・アジ・サバ類の資源（漁獲量）動向 
 まき網漁業が対象とするイワシ・アジ・サバ等の青物類は「表層性回遊魚」で，一般的に資源変動 

が大きい。したがってその資源の変動と密接な関係をもちながら進展してきた。そこで，漁獲対象と 

したこれらの主要魚類の資源動向について，漁獲量を中心に動向を見たい。 

 全国のイワシ漁獲量（表10）は，1946～1954（昭21～29）年の間は30万～60万㌧台（昭和11年の3 

分の1）であったが，その後も減少の傾向をたどり，1965（昭40）年には9千㌧と大幅に落ち込んだ。 

1973（同48）年に入ってようやく復調の徴候が見られ，1975（昭50）年は100万㌧台，1980（同55） 

年は200万㌧，1981（同56）年は300万㌧台，1984（同59）年には400万㌧台と大幅な漁獲量を記録し 

たが，1990（平2）年に入ってからは300万㌧から1OO万㌧と急激に減少，1995（平7）年には60万㌧， 

1996（平8）年には31万㌧に落ち込んだ。本県でも全国漁獲量の推移と同様に1982～1990（昭57～平 

2）年の間は4万～5万㌧，その後も減少傾向にあり，1996（平8）年には4千㌧台近くまで落ち込 

んでいる（図4，図5）。 

 サバ類についてみると，全国的に1965（昭和40）年ごろから増加し始め，昭和45年には134万㌧に 

達し，本県でも3，6万㌧に達した。サバ類の全国と本県との漁獲量の推移は図6で表しているとおり。 

全国で100万㌧台は1968～1980（昭43～55）年の間で，その後は減少傾向を見せている。本県では， 

1965～1985（昭40～60）年にかけては2万～3万㌧台を維持していたが，1986年以降は減少し，1万 
  表 10．全国のいわし漁獲量の推移（属人）           単位：千㌧ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：県水試・農林統計 
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  表 11．魚種別漁獲量（属人）                  （1～12月計 単位：㌧） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：県水試   
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㌧台で低迷している。 

 マアジについて見ると，本県の漁獲量の推移は，表11，図5で示すとおり1961～1971（昭36～46） 

年の間の10年間は1.4万～2万㌧台と好漁期であったが，1973（昭48）年に一時的に5千㌧台近くま 

で減少した。1975年以降は，好漁だった昭和40年代（1965～1974）当時の域には達しないが，1万㌧ 

前後に復調，1995年には2万㌧，1996年には1.8万㌧と増加している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図5．アジ・サバ・イワシ類の漁獲量推移（全国） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図6．アジ・サバ・イワシ類の漁獲量推移（鹿児島県） 

 2） 鹿児島県まき網の漁獲量の推移 
 まき網漁業の生産力増大の軌跡を、1948～1995（昭23～平7）年まで48年間にわたって示したのが 

表5である。1948年当時，本県の漁船漁業の全漁獲量は4.3万㌧。その2割に当たる約9千㌧をまき 

網が漁獲しており，本県にとって既に重要な位置を占めていた。昭和40年代（1965～1974年）は25% 

台へ，昭和50年代（1975～1984年）は42%台へと増加し，1995年には漁船漁業の全漁獲量（12.9万㌧） 
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の45%台（5.9万㌧）に達するまで生産力を高めている。このように本県の漁業生産量の伸びは，ま 

き網漁業によってもたらされたと言うことができる（表5参照）。 

 3） まき網漁業の魚種別漁獲量・構成比 

 本県のまき網漁業は，外海か，それとも内海・内湾かで対象魚種と漁法（1そうまき，2そうまき） 

に違いがある。また，外海で操業する大型船と中型船の間には，魚種の漁獲構成割合に表11のように 

多少の相違がある。 

 1995（平7）年における本県まき網の主力である中型まき網の全漁獲量は5.1万㌧で，その51.3%は 

イワシ類，36.2%はアジ類，8.2%はサバ類となっている。 

 県内船の大型まき網（2統）の漁獲量は約8千㌧で，その内の42.2%がアジ類で，次にサバ類，イ 

ワシ類が各16.9%となっている。 

 鹿児島湾，八代海を漁場とする小型まき網は，1995年では約3千㌧の漁獲量で，84%がカタクチイ 

ワシを主としたイワシ類である。（表12） 
  表 12．まき網漁業の魚種別漁獲量・構成割合（平7年） 
 （1）中小型まき網（網船40㌧未満：外海） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （3）中小型まき網（鹿児島湾内・八代海） 
 
 
 
 

資料:農林統計   

7．今後の課題 

 現在まき網漁業の最大の問題点は，生産構造が網船，灯船，探索船，運搬船による船団方式である 

ため、先端技術を装備した数隻の漁船と多くの乗組員を必要とする多投資型漁業であるという点であ 

ろう。また近年は，マイワシ，サバ資源の減少による漁獲不振，海外からの大量の輸入魚介類に伴う 

魚価の低落等も問題になっている。これらの問題解決のため，多投資・重装備・大量漁獲型の現行方 

式から，付属船の削減による船団構成のスリム化が求められている。人件費の節減をはじめ操業経費 

全般を減少させる上で極めて重要な課題である。1997（平9）年度から、新しい海洋秩序に対応し排 

他的経済水域（EEZ）内でのマイワシ，マアジ，サバ類について漁獲可能量（TAC）の制度が導入さ 

れることになった。まき網漁業の主要対象魚種がTAC制度（表13）に組み込まれたことで，従来の 

多獲型漁業生産から脱皮し,資源管理型漁業に進まなければならない。このことは安定的資源水準の 

単位：㌧

単位：㌧

単位：㌧ 

（2）大型まき網（網船80㌧型：外海）
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維持とともに魚価の安定を図ることにもなるので，まき網漁業の計画的安定経営の道程として，前向 

きに対応しなければならない。 
   表 13．平成10年のTAC(水産庁資源管理部管理課資料) 
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